



経済研究所 / Institute of Developing















High Inflation in Egypt 
 
 エジプトでは 2016 年 11 月の変動為替相場制への移行にともなって，インフレ率（消費者物









エジプトのインフレ率は、近年では 2008 年に高騰した。2007 年末に 6.5%（前年同期比）
だったインフレ率は、2008 年 8月に 23.6%まで上昇した（図 1参照）。なかでも、インフレ率
算出のための財バスケットの主要構成要素である飲食料品の物価上昇が顕著で、2007年 12 月


































に大きく下落した（図 2 参照）。変動相場制への移行直前に 1米ドルあたり 8.9 エジプト・ポン
表1 項目別インフレ率（2007～2008年）
2007年12月 2008年3月 2008年6月 2008年8月 2008年9月 2008年12月
消費者物価指数 6.5 14.4 20.2 23.6 21.5 18.3
飲食料品 8.6 20.5 27.1 30.9 25.4 21.9
アルコール飲料・タバコ 0.0 0.0 12.1 12.1 21.0 21
被服・履物 5.1 4.1 4.1 13.0 13.0 13.3
住居・光熱・水道・燃料 2.4 3.7 7.6 9.4 9.4 9.2
家具・家事用品・設備修繕 6.0 7.9 10.3 16.0 16.0 17.2
保健医療 1.8 5.5 12.1 12.1 12.1 12.1
交通 0.5 4.9 30.1 21.5 21.5 22.6
通信 0.0 4.0 4.0 9.5 9.5 9.5
娯楽 3.1 4.1 21.7 31.0 31.0 29.3
教育 37.8 37.7 37.7 37.7 37.7 4.6
ホテル・レストラン 2.5 37.3 46.1 44.8 44.8 50.6
諸雑費 4.0 11.0 11.3 9.8 9.3 7.2




















している。例えば、補助金によって安価に抑えられていたガソリン価格は 2016年 11 月と 2017
年 6月に値上げされ、最も需要の多い 80 オクタン価ガソリンの価格は 2.3 倍になった。また、
電力料金は 2016 年 8 月と 2017 年 7 月に値上げされ、平均して約 2 倍になった。電力料金の
値上げは今後も続く見込みで、政府は電力補助金を 2022 年までに全廃するという目標を掲げ
ている。 

























                                                   
2 例えば、Ola Noureldin, (2017) ”Sisi announces 7 measures aimed at easing economic 
hardship,” Egypt Independent, June 21,  
http://www.egyptindependent.com/sisi-announces-measures-easing-economic-hardship/. 
（2017 年 8月 20日アクセス） 
3 “Egypt's army distributes 'largest food supplies' in bid to ease economic hardships,” 
Ahram Online, November 1, 2016, http://english.ahram.org.eg/NewsContent/ 
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表2 項目別インフレ率（2016～2017年）
2016.1-3 2016.4-6 2016.7-9 2016.10-12 2017.1-3 2017.4-6
消費者物価指数 9.4 12.2 14.5 18.8 29.8 30.3
飲食料品 12.6 14.9 17.5 21.1 39.9 41.6
住居・光熱・水道・燃料 1.9 5.4 5.5 7.6 8.2 7.7
保健医療 10.7 25.6 29.4 29.0 32.9 17.9
交通 2.3 3.2 5.5 17.6 27.4 26.5
被服・履物 7.9 8.1 11.7 17.7 22.2 22.7
教育 11.2 11.2 11.2 12.3 12.3 12.3
ホテル・レストラン 16.3 21.3 22.2 25.1 31.8 25.7
家具・家事用品・設備修繕 10.5 12.3 13.6 20.7 30.6 29.2
諸雑費 3.7 7.9 16.0 23.5 34.5 32.6
通信 0.0 0.1 0.7 1.9 1.9 1.8
娯楽 11.1 12.4 15.0 16.2 17.4 38.9
アルコール飲料・タバコ 4.0 1.5 7.9 23.4 29.6 34.5







うになった。実際、2014 年に月額 15LE だった一人あたり補助額は、2016 年 4 月に 18LE、
同年 12 月に 21LE、そして今年 7 月からは 50LE と、インフレ昂進に合わせて増額された。 
さらに、低所得者層については、公的扶助制度の拡充が図られている 5。例えば、2015 年に
導入された現金給付プログラム（Takaful & Karama）の普及加速と支給額拡大が進められて
いる。また、今年 7月から年金支給額の 15%増加も実施されている。 
加えて、インフレ率が急上昇した昨年 11月以降、中央銀行は利子率を何度か引き上げた。そ


















導入した。今年 5 月のプレスリリースにおいて、金融政策委員会（MPC）は、2018 年第 4四
                                                   
4 新食糧補助金制度については、土屋一樹（2017）「エジプトの食料安全保障」（『中東研究』第
529 号）を参照。 
5 Beesan Kassab, (2017) “Financial support to the poor: Does it really work?” Mada Masr, 
February 7,  
https://www.madamasr.com/en/2017/02/07/feature/economy/financial-support-to-the-poor-
does-it-really-work/.（2017 年 8月 25 日アクセス）, “Govt approves 15% pensions increase 
to contain soaring prices,” Al-Masry Al-Youm, May 30, 2017, 
http://www.egyptindependent.com/government-pensions-increase/（2017 年 8月 25日アク
セス）. 
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http://www.cbe.org.eg/en/MonetaryPolicy/Pages/PressRelease.aspx （2017年 8月 27 日アク
セス） 
